
要 旨

災害時情報伝達の現況について，血液透析患者，透

析施設，日本透析医会各都道府県支部宛にアンケート

調査を行った．

血液透析患者が「災害時伝言ダイヤル171」の伝言

の保存期間や件数上限を知っているのはわずか

16.0％であった．患者本人もしくは家族が携帯電話

を所有する割合は85.2％で，携帯電話のメールアド

レスを持っているのは60.7％であるにもかかわらず，

一斉連絡方法として有用と考えられる「携帯電話メー

ル」の利用は6.7％ときわめて低かった．

透析施設の固定電話の災害時優先登録は66.8％で

なされていたが，100％となるよう今後の啓蒙が必要

である．患者への連絡網は42.6％の透析施設におい

て作成されていなかった．

透析医療施設の被災状況を把握するための情報収集

システムは15支部（50％）で構築されていて，実際

に被災経験があった13支部のうち8支部が情報収集

を行った．地方自治体と協力して減災に取り組む透析

医会（都道府県医師会の専門部会）が設立されていな

い都道府県では早急に設立されることが望まれる．

1 はじめに

災害時においても血液透析患者には生命維持のため

に定期的な継続治療が必要である．災害時の人工透析

提供体制を確保するためには，「情報収集・情報提供」，

「水・医薬品等および医療機関の確保」，「患者の移送」，

「避難場所・救護所等での対応」という取組みが求め

られる1）．

災害対策基本法に明記されているように，防災（減

災）の実働部隊は市町村であり，災害規模が大きいと

きには県単位の行動となる．各都道府県下における透

析施設の被災情報収集・情報提供を担う主体としては，

都道府県透析医会の活動が期待されるが，その情報収

集・情報提供システム構築の現状はどうであろうか．

日本透析医会としても災害時医療対策を重要課題と

している2）．その一つに，1995年の阪神淡路大震災の

教訓を基にして，2005年度にスタートした日本財団

助成事業「災害時医療支援船構想の実現に向けた調査・

運用訓練の実施」がある．この中の「災害時情報プロ

ジェクト」としては「災害時情報伝達システムの確立

と整備」，「救出・搬送・治療・供給の相互連絡情報」

に取り組んだ．その過程で，災害時医療支援船と医療

施設や患者との間の連絡・情報が重要であることが浮

かび上がった3,4）．

そこで2007年10月に，災害時における透析施設と

透析患者との情報伝達の実態を把握し今後の災害時透

析医療対策に資するため，「災害時の緊急連絡体制」

についてのアンケート調査を行った．その概略報告を
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2007年度事業報告・講演会で行ったが，このレポー

トはそのまとめである．なお，詳細な集計結果および

解析は別冊で報告する予定である．

2 アンケート調査対象

血液透析患者については，被災地県の患者として新

潟県刈羽総合病院153人，石川県惠寿総合病院98人，

兵庫県元町HDクリニック97人，福岡県くま腎クリ

ニック109人，また非被災地として東京都の2施設

（府中腎クリニック，八王子東町クリニック）256人

の合計713人にアンケート調査を行い，507人分を回

収した（回収率71.1％）．

透析施設としては日本透析医会の会員施設1,049施

設にアンケート調査を行い，542施設から回収できた

（回収率51.7％）.

各都道府県における災害時情報伝達の現況について，

日本透析医会各支部（主に各都道府県透析医会である

が，透析医会が設立されていない県もあるので，ここ

では単に支部と省略）宛にアンケート調査を行い，37

支部のうち30支部（回収率81.1％）より回答が得ら

れた．

3 結果および考察

1） 患者へのアンケート結果から

災害時の連絡体制について不安（非常に不安＋不安）

を抱く患者の割合は全体では47.0％であり，地域別

に見ると，東京都で 50.3％（16.8％＋33.6％），新潟

県で55.7％（27.8％＋27.8％），石川県で47.4％（17.5

％＋29.8％），兵庫県で47.1％（14.9％＋32.2％），福

岡県で31.3％（9.1％＋22.2％），であった．

非被災地の東京都は「被災経験あり」が1.3％であ

るにもかかわらず不安を抱く割合が高いのは，関東地

方で近い将来にＭ8級の巨大地震が起こるという予想

が繰り返し流されていること，および行政や透析医会

が熱心に災害対策に取り組んでいることの表れではな

いかと考えられる5）．

また，兵庫県の「被災経験あり」が49％というの

は低すぎる感があるが，阪神淡路大震災から10数年

が経過し，その後に透析導入となった患者の割合が増

えてきたのではないだろうか．このことは被災経験が

風化する可能性がある事を意味し，災害対策に常に取

り組み続ける事の重要性を感じる．福岡県は被災経験

地区であるが，31.3％と不安を抱く割合が低いのは，

県透析医会が県庁と共に連絡網確立に取り組んでいる

ためと考える．

治療を受けている透析施設の被災状況を患者側から

情報収集する方法に関しては，最も多かったのは「自

分で病・医院へ問い合わせる」（76.9％）であり，次

いで「病・医院からの連絡がある」（49.5％），「テレ

ビ（ラジオ）等マスコミからの情報」（48.1％）が多

かった．これは，「自助」意識の高さや医療施設への

信頼の高さ，さらにはマスコミ情報への期待が表れて

いると考えられる．一方，「行政（地区市町村）に問

い合わせる」は19.3％，「避難所へ行く，そこで情報

をもらう」は 16.2％，「患者同士で連絡をとる」は

12.8％，「日本透析医会のホームページ（以下，日透

医HPと略）で検索する」は5.3％，「地区医師会に

問い合わせる」は4.7％，「全腎協や地区の患者会へ

連絡する」は4.3％，「介護者へ連絡をとる」は4.1％

であった．

行政の活動や患者同士の連絡があまり期待されてい

ない現状であり，今後の取り組みが望まれる．日透医

HPは医療機関同士の連絡を主眼においているが，患

者からも閲覧することができ，場合によってはその活

用を患者に紹介することも必要ではないだろうか．ま

た最近は，全腎協や地区の患者会の災害対策活動も活

発であり6），今後の連絡体制の一翼を担うためにも透

析医会との一層の連携が望まれる．

情報通信技術（information & communication

technology;ICT）についてであるが，災害時には固

定電話や携帯電話が輻輳してかかりにくい．固定電話

の「災害用伝言ダイヤル171」，携帯電話各社の「災

害用伝言サービス」についての質問の結果を図1に示

す．

固定電話の「災害用伝言ダイヤル 171」を 298人

（58.8％）が知っていたが，その298人において，「情

報の保存期間，件数上限」があることを知っているの

は27.2％（507人の16.0％）にとどまっていた．さら

に固定電話の「災害用伝言ダイヤル171」を毎月1日

に体験利用できることを知っているのは51.0％（507

人の30.0％）であった．携帯電話各社の「災害用伝

言サービス」についても，知っているのが 129人

（25.4％）であり，その129人において「情報の保存

期間，件数上限」があることを知っているのは
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35.7％ （507人の9.1％）であり，毎月1日に体験利

用できることは41人（31.8％，507人の8.1％）が知

っているのみであった．

携帯電話についての質問の結果を図2に示す．透析

患者およびその家族における携帯電話の普及は進んで

おり，携帯電話を所有している割合は患者で60.2％，

家族で70.6％であり，患者本人もしくは家族が持っ

ているのは85.2％であった．「メールアドレス」につ

いては，携帯電話を所有している患者305人において

62.6％（507人中 37.7％），携帯電話を所有している

家族358人において69.0％（507人中48.7％）が有し

ており，携帯電話を患者本人もしくは家族が所有して

いる432人において，患者本人もしくは家族が持って

いるのは308人（71.3％，507人中60.7％）であった．

しかし，実際に携帯メールを日常病・医院との間で

利用している割合は，携帯電話を所有している患者

305人において5.2％（507人中3.2％），携帯電話を所

有している家族 358人において 5.9％（507人中 4.1

％）であり，携帯電話を患者本人もしくは家族が所有

している432人において「患者本人もしくは家族が利

用」が7.9％（507人中6.7％）であった．

一斉連絡方法として携帯電話のメールは有用と考え

られるが，今後利用率の向上に努力が必要である．災

害時の情報伝達に携帯メールを活用するためには，日

常に利用する方法を考え，実際に体験してもらうこと

が重要と考える．

緊急時連絡先リストは73.6％の患者が有していて，

57.0％が「連絡先のメモ｣であり，そのメモの53.6％

が「全腎協の災害用患者カード」であった．また，

「必要な連絡先は携帯電話に記憶させてある」が34.5

％であったが，連絡先のみならず血液型や簡単な透

析条件，禁忌薬などの情報を記憶させておけば，携帯
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図1 災害用電話サービスの認知度（患者へのアンケート）

�アンケート内容�災害時には普通電話（固定電話）や携帯電話がかかりにくくなります．固定電話の「災害用
伝言ダイヤル171」，携帯電話各社の「災害用伝言サービス」についてお答えください．

（a） 固定電話の「災害用伝言ダイヤル171」

（b） 携帯電話各社の「災害用伝言サービス」



電話が有する「携帯」，「情報伝達」，「記録」という特

性が活かされる．それらの情報をメールとして透析施

設から送っておくことも一つの手段である．

日常において透析施設からの連絡を患者自身で受け

ることができない割合が10.5％であり，代わりに連

絡ができる方の氏名と連絡方法を各透析施設が把握し

ておく必要がある．

2） 透析施設へのアンケート結果から

過去（1995年以降）に血液透析療法を中断，ある

いは延期・透析依頼するような被災経験がある施設は

10.1％（55/542）であった．

災害時の連絡体制についての危機意識を有する割合

は，「患者の安否確認」に非常に不安，不安，やや不

安の割合がそれぞれ41.3％，40.8％，14.4％と高かっ

た．同様に「職員の安否確認」についてそれぞれ

28.6％，44.3％，22.1％であった．「ライフラインの

被災情報入手」についてはそれぞれ36.7％，38.9％，

20.7％，であり，「透析施設間の連絡体制」について

はそれぞれ24.7％，37.8％，31.1％であった．「関連

施設・行政機関との連絡体制」についてはそれぞれ

29.5％，41.1％，24.5％であった．どの項目について

も90％以上の透析施設で「危機意識」を感じていた．

日頃から台風や水害，停電などの非常事態でもなんと

か透析医療を行おうとする医療機関の姿勢がうかがわ

れる．また，前述した透析患者の不安を抱く割合が

47.0％であることは，医療機関の姿勢に患者達が信

頼を寄せていると感じられる．

医療スタッフの安否確認については「必ず連絡して

来るよう周知徹底している」が31.7％（172/542）で，

その場合のICTとしては固定電話（61.0％）や携帯

電話（67.4％）の利用の他に「携帯電話（メール）」

を方法とする割合も45.9％（79/172）と高かった．

また，26.0％（141/542）において「参集基準」（主に

震度5以上）に従って参集することに決めていた．

固定電話の災害時優先の登録は66.8％（362/542）

でなされていたが，病・医院は100％登録できるので，

電話会社および日本透析医会・各都道府県透析医会か

らの啓蒙が必要と考える．施設責任者（院長など）の

携帯電話の災害時優先の登録は19.4％（105/542）で

なされていた．登録可能な県が次第に増えている状況

と考える．

アマチュア無線の資格者がいるのは 24.7％（134/

542）であるが，地域のアマチュア無線ボランティア

と災害時の協力について事前に話し合いを行ったのは

わずか6.7％（9/134）であった．阪神淡路大震災の

ような大災害の場合，固定電話や携帯電話が使いにく

い状況と考えられる．総務省の発表では4～5年先に

「衛星携帯電話」が一般化される見通しではあるが，

それまでは約1/4の施設に存在するアマチュア無線

の資格者を活かすことを考えて，地域防災担当者と相

談していくことも重要と考える．
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図2 携帯電話利用の内訳（患者へのアンケート）

�アンケート内容�携帯電話についてお答えください．



患者への連絡網構築は49.8％（270/542）でなされ

ているが，「できていない」が42.6％（231/542）で

あるのは問題である．各施設が患者への連絡網構築に

是非取り組んでいく必要があると考える（図 3，表 1）．

患者の固定電話番号や携帯電話番号はよく把握して

おり，また日常診療に利用しているが，伝達訓練には

あまり利用されていない．またメールアドレスの把握

およびその利用は低い（図4）．

災害時には患者への「一斉連絡」が必要となるが，

その方法として「災害用伝言ダイヤル171」をあげた

割合は47.2％で，まだ検討していないが44.5％であ

った．「災害用伝言ダイヤル171」の周知徹底が必要

である．

「災害時伝言ダイヤル」の設定は，「震度6弱以上の

地震発生時，及び地震・噴火等の発生により，被災地

へ向かう安否確認のための通話等が増加し，被災地へ

向けての通話がつながりにくい状況（輻輳）になった

場合」にのみ，NTT側で提供開始するものであり，

「登録できる電話番号（被災地電話番号）は災害によ

り電話がかかりにくくなっている地域とし，エリアの

設定は，都道府県を単位」として行うものである．つ

まり，台風や大雨など局地的な災害の場合は患者への

一斉連絡システムとして利用できない事が充分ありう

る．

さらに，伝言保存期間は録音してから2日間（48

時間）であり，伝言蓄積数は1電話番号あたり1～10

伝言であるため，患者や職員の安否確認には不向きで

ある．しかし，透析施設から患者への一方向の「お知

らせ」に用いることは有用であり，その「お知らせ」

が登録できるようにするためには，多数の患者からの

伝言を入れないことが重要である．この事を知らない

患者や透析施設が多いことは問題で，今後の啓蒙活動

や毎月1回の訓練等が必要かと考える．

そこで，患者への一斉連絡には別の手段を確立して

おく必要がある．発信規制を受けにくい携帯電話のメ

ールやマスメディアの協力も過去の事例で大いに役立

っている7）．

3） 都道府県支部へのアンケートから

「透析医療施設の被災状況を把握するための情報収

集システム」を「都道府県透析医会で作成している」

が15支部（50％）あり，実際に被災経験がある13支

日本透析医会雑誌 Vol.23 No.2 2008248

図3 患者への連絡網作成（会員施設へのアンケート）

�アンケート内容�貴院の患者への連絡網がありますか？（複数回答可）

表1 患者への連絡網作成（会員施設へのアンケート）

透析施設側で
作成

患者の会
（腎友会）で作成

都道府県透析
医会で作成

「災害時要援護者」
として行政が作成 できていない

は い

いいえ

未回答

270

262

10

76

456

10

13

518

11

5

527

10

231

300

11

合 計 542 542 542 542 542



部のうち「被災状況を把握するための情報収集を都道

府県透析医会が行った」のが8支部（北海道，愛知，

石川，兵庫，岡山，広島，徳島，福岡）であった（図

5，表2）．

情報収集に「日透医災害HPを利用する」予定であ

るのが20支部（66.7％）であるにもかかわらず，実

際に被災経験がある13支部のうち「日透医災害HP

を利用した」のは1支部（新潟）であった．新潟県の

場合，短期間に2度の地震に遭ったため，「日透医災

害HP」への書き込みが県下の会員から積極的になさ

れ，対策本部の情報収集に寄与したものと考えられる．

毎年行われている「日透医災害HP」の模擬訓練への

参加がもっと多かったならば，新潟県を除いた被災経

験がある12支部においても，積極的に利用されてい

たのではないだろうか．また，「日透医災害HP」は

透析患者側からも見ることができる．さらに行政側も

この「日透医災害HP」を見ており，かつ「日透医災

害HP」による情報は「メーリングリスト」で厚労省

にも配信されるので，阪神淡路大震災のような巨大地

震時には有効な手段の一つと考えられる．

災害の規模は様々なので，「日透医災害HP」のみ

ならず，迅速かつ臨機応変に活動できる都道府県透析

医会独自の情報収集システムも必要だと考える．

透析医療施設の被災状況を把握するための情報収集

システムを「患者の会（腎友会）で作成している」が

2支部あった．このように医療提供側だけでなく患者

側においても災害対策への取り組みが一部でできてい

ることは，今後の方向を示すものと考えられ，日本透

析医会と全国腎臓病患者連絡協議会（以下，全腎協と

省略），各都道府県支部（透析医会）と全腎協各都道

府県支部との連携体制を構築，強化していくことも重

要と考える．

情報収集システムを透析医会や患者会，あるいは大

学による連絡で行う18支部において，情報収集に用

いるICTは「固定電話」が88.9％，「FAX」83.3％，

「携帯電話」61.1％であるが，「メール（携帯電話・

PC）」も83.3％（15支部）と高い割合であったのは

特筆すべき事である．今後，実際に「メール（携帯電

話・PC）」を用いた模擬訓練が各都道府県支部レベル

で行われる事を期待する．被災した13支部で実際に

情報収集に利用したICTは「固定電話」が9支部，

「携帯電話」が6支部，「FAX」が3支部，「公衆電話」
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（a） 固定電話番号 （b） 携帯電話番号

（c） 携帯電話のメールアドレス （d） パソコンのメールアドレス

図4 患者への連絡体制（会員施設へのアンケート）

�アンケート内容�患者側の情報ツールを把握していますか？ また日常診療に利用したり，あるいは情報伝達
訓練をしていますか？



が4支部，「メール（携帯電話・PC）」が4支部，「ア

マチュア無線」が1支部であった．

被災情報の収集と被災透析不可能施設に対する代替

案が策定できたら，透析不可能施設および代替施設名

などを患者に広報することになるが，その情報提供シ

ステムの構築が「できていない」割合は40％もあり，

各都道府県透析医会の今後の取り組むべき課題と考え

る．

情報提供に用いる予定のICTは，「固定電話」，「携

帯電話」，「携帯メール」が多くあげられていたが，実

際に透析不可能施設および代替施設名などを患者に情

報提供した6支部において用いられたICTは，「固定

電話」が5支部（兵庫，福岡，北海道，徳島，岡山），

「携帯電話」が4支部（福岡，北海道，徳島，岡山），

「メール（携帯電話）」が1支部（北海道），「アマチュ

ア無線」が1支部（北海道），「マスメディア（一般テ

レビ・ラジオ）」が2支部（岡山，福岡），「その他」

が1支部（兵庫）であった．また，「衛星電話・衛星

携帯電話」は過去の被災では使用されなかったが，現

在では情報収集に4支部，情報提供に3支部で予定さ

れている．費用や操作性などの点が改善されれば，今

後広まる可能性がある．

「メール（携帯電話・PC）」は通信規制を受けにく

いだけでなく，一斉発信・一斉集信できる点でもその

有用性は高い．

都道府県あるいは市町村の防災担当部署との「協力

体制ができている」が14支部（47％）で，「書面連絡

がある程度」が10支部（33％）と，かなり行政との

連絡関係ができているといえる（図 6，表 3，表 4）．

しかし，「何の連絡もない」が4支部（13％）あり，

平成19年8月23日付けで，各都道府県の衛生主管部

長および災害救助法主管部長へ「災害時の人工透析提

供体制の確保について」協力し，市町村および関係機

関へも周知依頼をするよう，厚生労働省課長通達があ

った現在，予想よりも高い割合であると考える．これ

は，県や市町村からの働きかけの受け皿となる都道府

県透析医会が設立されているかどうかも影響している

と考える．もし未設立であれば，都道府県医師会の専

門部会としての透析医会が早急に設立されることが望

ましいと考える．
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図5 情報収集システム（支部長へのアンケート）

�アンケート内容�貴都道府県では，透析医療施設の被災状況を把握するための情報収集システム
を，構築していますか？（複数回答可）

表2 情報収集システム（支部長へのアンケート）

都道府県透析医
会で作成してい
る

大学（医局）が
連絡して把握し
ている

患者の会（腎友
会）で作成して
いる

日本透析医会災
害情報伝達・集
計専用ホームペ
ージを利用する

できていない

は い

いいえ

未回答

15

15

0

3

27

0

2

28

0

20

10

0

5

25

0

合 計 30 30 30 30 30



また，われわれは行政からの働きかけを待つ姿勢で

はなく，各都道府県透析医会側からも積極的に働きか

けることが望まれる．

4 おわりに

このアンケート調査は，日本財団の助成による事業

「災害時医療支援船構想の実現に向けた調査・運用訓

練の実施」の一環として行われた．その結果の要旨は，

平成19年度事業報告・講演会において発表した．
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図6 都道府県防災計画での位置（支部長へのアンケート）

�アンケート内容�都道府県あるいは市町村の防災担当部署との協力体制，あるいは交流がありますか？

表3 自治体との協力体制

回答数

協力体制ができている

書面連絡がある程度

何の連絡もない

未回答

14

10

4

2

合 計 30

表4 自治体との協力体制の内容

情報伝達 患者移送 水の確保 電気の
確保

医薬品の
確保 その他

あ り

な し

未回答

12

2

0

4

9

1

5

8

1

5

8

1

1

12

1

1

12

1

合 計 14 14 14 14 14 14


